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PART 1
現状認識
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1. デジタル化／DXの現状認識

nデータの時代
► デジタル分野の競争領域は「データ」に

► データプラットフォームの開発競争が世界中で盛ん

► 2023年G7のテーマの一つは、”Data Free Flow with Trust”（DFFT）（議長国＝日本）

n政府は⽇本最⼤（級）のデータプラットフォーマー
► 国土交通省は政府内で最大のデータプラットフォーマー

► これまでの政府の役割とは大きく異る＝政府がデジタル分野の直接の当事者

nSociety 5.0の肝は、サイバー・フィジカル
► リアル世界のデータが最も重要に

► その多くは、国交省が所管している
à Society 5.0／データの時代のデジタル分野の鍵は国交省が握っている

nデジタル敗戦︖︖︖
► 世界最高水準と考えられるデジタルサービスは国土交通関係の多くの分野に存在する

（例）防災（緊急地震速報、...）、災害対応（通れた道マップ、...）、気象、道路交通（カーナビ、渋滞情
報、...）、公共交通（乗換案内、...）...などなど
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PART 2
取組事例
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2. デジタル化／DXの取組事例

nデータ（連携）基盤
► 日本：DATA-EX／SIP CADDE

► 海外：GAIA-X、IDSA、FIWARE、DSSC、IndiaStack、データ取引市場、MyData、...等

n気象データビジネス推進コンソーシアム（WXBC）
► 人材育成：気象データアナリスト、等

nMaaS、公共交通オープンデータ
► ODPT（公共交通オープンデータセンター）

► MaaS関連データの連携に関するガイドライン

► GTFS-JP

n場所情報コードとパブリックタグ
nGXとDX
► Green x Digitalコンソーシアム

► グリーン経済問題： 欧州CBAM規制、欧州新バッテリー規制、海外のEV攻勢、サプライチェー
ン排出量、等

► データ連携基盤による対応（Catena-X、等）

nスマートシティ、スーパーシティ、デジタル⽥園都市国家構想

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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PART 3
10の提⾔
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3. デジタル化／DXへ10の提⾔
1. 各種データ基盤の統合・連携 à 国⼟交通データスペースの確⽴

► 乱立しているデータ基盤の統合・連携

u モビリティ関連（公共交通、物流、自動運転... ）、インフラ関係（道路、港湾...）、G空間、宇宙、スマートシティ、
観光、等、、、

2. ⽇本版（国⼟交通版）NIST (National Institute of Standards and Technology) 設⽴
► 乱立するほど膨大なデジタル・データに関する、標準規格（特に政府標準）の構築、維持、管理、運

用、認証、等の重点化

► 国際展開とリーダーシップ、国際ビジネスアライアンスにむけて

► デジタル部分の丸投げをしない

3. SSM（Shared Service for Mobility）
► 交通事業者とIT事業者がWin-Winの関係になる、あたらしいMaaSの枠組み（交通ERP）の確立

► 交通スタートアップ企業の事業化支援

4. City Digital Sandbox
► 都市計画や、新交通計画をデジタル空間上で、データを用いてシミュレーション

► スタックしている各種計画を実行に移しやすくする

► “Digital First”な方法論

5. ３D技術については、測位・測量のスケール化等の技術ブレークスルーが鍵
► まだ、技術研究開発が必要

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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3. デジタル化／DXへ10の提⾔...続き

6. データ基盤とデータ利活⽤プラットフォーム（dashboard等）の分離
► 利活用プラットフォーム：ダッシュボード、GIS、AI分析、統計分析等の、可視化、データ利活用

ツール、等

► データ基盤：データベース、データカタログ、ETLツール、コネクタ型データ基盤連携、等

7. データ品質の考え⽅
► 規制型（低品質は禁止）から、管理型（低品質は低品質として扱う）へ

► ルール型品質（ルール化された基準）だけでなく、ベストエフォート型品質（最大限頑張るという
基準）を扱う

8. 技術の進展にあわせた各種基準の改訂
► （例）「キンキン」、「カンカン」という点検基準から、周波数スペクトルによる点検基準へ

9. “Change Management”（変⾰管理）の導⼊
► 業務効率化／業務改善／業務改革の鍵

► 役所の中での、変革手法論をきちんと確立させる

► 制度改革をも伴う新技術導入を爆速化

10.デジタル化／DXした「技術」の国際競争⼒
► 輸出をも念頭においたデジタル化／DX

► 特にスマートシティ

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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DXカルチャー

■ 素早く失敗、素早く学習、素早く改善
■ 制御・統制 ＜＜ スピード
■ スピード ＜＜ インパクト
■ 制御・統制 ＜＜ 信頼
■ 計画遂⾏ ＜＜ 価値実現
■ ⼀貫性 x 柔軟性（⼀⾒、⽭盾）
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現状認識
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データ駆動型社会への⽇本のビジョン

Society 5.0
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Cyber-Physical World 
Society 5.0の特徴
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1980年代 マイクロコンピュータの時代

2000年代 インターネットの時代

2020年代 IoT + AI = Dataの時代

1990 インターネット商用化（米国）
1995 Windows 95 (MS社） 1995~ Amazon社

1998~ Google社

2000~ ドット・バブル

2007~ iPhone 2008~ Android
2006~ Twitter社2004~ Facebook社

1960年代 大型計算機の時代

2006 Hinton氏らによる
Deep Learningの提唱

2015 Alpha Goが
囲碁チャンピオンに勝つ

2011 Industrie 4.0の構想発表
2014 IIC設立

1981 MS DOS発表 (MS社）

1993 Pentium (Intel社)

1937年 電子計算機発明（ABC）
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データの時代“ ”
次世代のデータプラットフォーム確⽴へ

Global Mega-Platformer 
(2000~)

Next Generation Data Sharing Platforms
(2020~) 

Free, Global
Competitive, Business, Economy

Centralized, Participatory

Data sovereignty, DFFT
Harmonized, Trust, Well-governed

Well-being, Green
De-Centralized



次世代のサイバーインフラ = 信頼性のあるデータスペースの構築

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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“インターネット／The Internet”

分野間データ連携基盤

実現する価値
□ 情報・データ到達性（Information/Data Reachability、Connectivity）
□ 地理透明、国境透明（Transparency）
□ ⾃由、オープン（Free and Open）

実現する価値
□ 規範・調和・ガバナンス（Harmonization, Governance）
□ 信頼性（Trust）
□ イノベーションの⺠主化（Innovation）

Network Layer

Data Layer

“信頼性のあるグローバルデータ空間／Trusted Global Data Space”

New Communication Infrastructure

“5G Network, Beyond 5G/6G Network”
新しいモバイル通信網

Service Layer

“Society 5.0を実現するサイバー ・フィジカル・サービス／
Cyber-Physical Services for Society 5.0”
実現する価値
□ 新しい資本主義による経済成⻑
□ 誰⼀⼈取り残さない社会
□ デジタル⽥園都市
□ カーボンニュートラル スーパーシティ

スマートシティ Green x Digital 国⼟強靭化 パンデミック対策

AI IoT 量⼦計算 Digital 
TwinAR/VR Privacy Enhancing 

Technologies 

防災・災害対応

……

……

Beyond 5G/6G5G

◉仮想空間と現実空間の膨⼤なビッグデータを、国内外のあらゆる分野やステークホ
ルダの壁を越えて連携させ、信頼性のある⾃由なデータ流通（DFFT）を実現

◉ データ流通のオープン性や透明性、相互運⽤性、プライバシーやセキュリティーの実
現、データの品質保証、⾼い利便性の実現

◉ 誰もがデータ基盤の恩恵に浴し、イノベーションをおこすチャンスを実現する



データ基盤／海外の取組︓巨額資⾦が投⼊され⼤規模な整備が急速に進む
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欧州

GAIA-X IDS
International Data Space

⽶国

インド

NIEM
National Information Exchange Model

中国"Big Data Exchange"には、2億人

民元（約20億円）が投入1.9億€（約240億円）の予算(2021)

2016年より独Industrie 4.0のIndustrial 

Data Spaceを元にして、多くの分野の
データ空間の構築を目指す（先行的に

すでにいくつかの実装が提供されてい
る）

「データ主権」「透明性」「相互運用性」「トラスト」など

GAIA-Xのポリシーを尊重する、連邦型クラウドサービス

国家のコア語彙の確立を目指す。

すでにNIEM5.0までがリリース。

中国

IndiaStackは、政府、企業、等のデジタルイ
ンフラを利用して、インドの諸課題を解決
するためのAPI群。

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



欧州の状況（乱⽴するデータ基盤の取り組み）
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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IDSA GAIA-X FIWARE BDVA

DSSC (Data Space Support Centre)

...
MyData EDC

Eclipse Dataspace
Connector



“Dataspace”（データスペース）

nDataspaceは、ICTシステムおよびデー
タ駆動型ビジネスのための緩やかに統合さ
れたデータプラットフォーム
► 分散した複数のステイクホールダー

► 各ステイクホールダーがデータ主権を持つ

► 利用者とデータの信頼性担保

► 柔軟なアクセス制御

► 標準化されたAPIsとデータ形式

n欧州では
► 農業データスペース、製造データスペー

ス、エネルギーデータスペース、モビリティ
データスペースなど、様々な産業分野で
データスペースの開発が既に始まってい
る。

n⽇本では
► 経済産業省、デジタル庁が日本版データ

スペースの取り組みを開始。

2022/12/4(C) 2022 Koshizuka-Laboratory, The University of Tokyo, All Rights Reserved.
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従来型のデータPF

Dataspace

分散型、⾮集中化、連邦型

集中型、独占型

DWH
DL

Dataspace



デジタル・ガバメント・アーキテクチャと⽇本政府OS
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日本版NIST（国立標準技術研究所）の設立

デジタル・ガバメント・アーキテクチャの実現

■ ⾏政の基本機能を標準化(*1)し、
それらを提供する⾏政プラットフォームシステム
（基本機能例）マイナンバー制度とリンクしたデジタルID、トラスト、決済機能、 EBPMのためのデータ連携基盤機能(*2) 、
オープンデータ機能、⽴法⽀援機能、電⼦国⼟機能、など

■ 産官学⺠が連携できるオープンAPIを持つ分散型プラットフォーム

■ 国家標準ID制度の確⽴

日本政府OSの実現

■ ⽇本の政府⾃治体のしっかりとしたアーキテクチャを構築し、それをいわば「憲法」として⾏政の
DXをすすめる

■ 政府⾃治体システムはプラットフォーム
としての、「⽇本政府OS」の確⽴が
不可⽋

■ ⾏政のバックエンドPFの整備を完了し、
⾜腰の強い「⼩さくて⼤きい」政府、
⽇本のICTの基本構造を確⽴。

１

２

3

図︓デジタル・ガバメント・アーキテクチャの例（※ 内容が少し古い）

(*1) Universal Menu
(*2) DATA-EX等

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



データ戦略の基本的考え⽅︓政府⾃治体が主体的プレイヤに

n 【認識】政府⾃治体は⽇本で最⼤級のデータプラットフォーマー
► 膨大なデータを作成、流通、利活用している（利活用すべき）事業体

► 政府自治体のIT投資（1.5兆円？／年）、銀行のIT投資（2兆円？／年）、IT市場（15兆円？／
年） à 政府が何をするかが、データ分野では大きなインパクト

n 【戦略】政府⾃治体が、データ利活⽤の先端組織として国内産業を牽引する
► 社会や産業の基本データの作成は、政府自治体の役割であることを明確化して宣言する

► データ利活用の法制度整備

► データ利活用の先端研究開発 à 政府自治体自らが使う（調達）

► データ利活用の政府自治体プラットフォームの整備 à 民間にも広げる

u ベースレジストリやオープンデータ（DATA-EX、VLED、...）の整備

u ツール群の整備（分野間データ連携基盤、カタログ、BI、DWH／DL、...）

u シビックテックとの連携（例：Covid-19ダッシュボード）

► 標準化：政府標準の民間展開

u ID、語彙、文字コード、等

► オーソリティが係る事など、民間よりも政府自治体の方が効率的に進むこともある

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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様々な取組事例
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共通アーキテクチャ
(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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内閣府SIP Smart City 
Architecture, 2020 [1] 

国交省 MaaS
Architecture, 2020 [3]

内閣府Super City 
Architecture, 2020 [2] 

[1] https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20200318siparchitecture.html
[2] https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/supercity/pdf/sogowgchukantorimatome.pdf
[3] http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000181.html
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公共交通オープンデータ協議会 http://www.odpt.org/
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n 概要
► 「公共交通オープンデータ協議会」では、公共交通に関
する「オープンデータ」を核とし、更に公共交通オープン
データ研究会での研究開発成果を発展させた、先進的
な次世代公共交通情報サービスの構築、およびその標
準プラットフォームの研究開発、公共交通政策提言を実
施

► 東京圏における円滑な公共交通提供に資する、オープ
ンデータ方式による情報サービスを担う。

n 会⻑
► 坂村健（東京大学名誉教授）

n 参加組織（77社局、11オブザーバー）
► 公共交通事業者（鉄道、空港、航空、バス、タクシー、
等）

► ICT事業者

► 関連省庁など、政府自治体（総務省、国交省、東京都、
等）

n 活動内容
► 公共交通オープンデータセンターの運営

► リアルタイム運行情報サービス

► スマートターミナルサービス

► 公共交通データの多言語化手法の検討

► 輸送障害時の情報提供サービス手法の検討

鉄道運行データ

施設データ

バス運行データ

航空運行データ

公共交通オープンデータセンター

サービス開発者
（ICTベンダー）

サービス開発者
（ICTベンダー）

サイネージ

一般利用者（お客様）

一般利用者（お客様）

インターネットなどを通じて、
標準プロトコル、

標準データ形式で提供

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



Digital Twin のためのデータインフラ（場所情報コードとパブリックタグ）

国⼟地理院：「場所情報コードを活⽤した位置情報サービスの実現」
http://www.gsi.go.jp/common/000055759.pdfより

場所情報コード（国⼟地理院） パブリックタグ情報共有プラットフォーム（国⼟地理院）
http://ucopendb.gsi.go.jp/ucode/field_test/index.html

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC） http://www.wxbc.jp/

n会⻑
► 越塚登（東京大学教授）

n副会⻑
► 木本昌秀（東京大学教授）

n⼈材育成WG
► 座長：田原春美（先端IT活用推進コンソーシア

ム副会長）

► 副座長：岩田 修（一般社団法人日本気象予報
士会）

n新規気象ビジネス創出WG
► 座長：村上文洋（三菱総合研究所）

► 副座長：菅波 潤（富士通株式会社）

n事務局
► 気象庁総務部企画課

25
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各分野内におけるデータ流通連携基盤
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情報銀行おもてなしクラウド

製造業公共交通 気象

自治体オープンデータ政府オープンデータ

宇宙 地理空間AI 農業

学術

自治体データプラットフォーム

(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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SIP分野間データ連携基盤Web Page  
https://sip-cyber-x.jp/overview/

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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分野間データ連携基盤
DATA-EX

28

https://data-society-alliance.org/data-ex/



DATA-EXが⽬指すデータ連携の姿
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DATA-EXの⾼⽔準の機能アーキテクチャ
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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Connector

IdP 
(Id Provider)

AuthenJcate Resource 
Discovery

History 
Management

Connector

Data  Catalog 
(Federated)

DATA-EX Common Services

Data Trading Market InformaJon Bank Personal Data Stores

DATA-EX Cooperated Services

Connector

Connector

Connector

Broker

Broker

Broker Broker

Data –Driven 
Smart City

(Super City)
Connector

Connector

Smart City

Connector

Smart City

......

......

......

......

Domain-specific 
Data Pla2orm

International Collaboration

Domain-specific 
Data Platform

......

Domain 
Vocabulary

Registry

planned

planned

planned



DSAの国際連携
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Corporate 
Agreement between 
FIWARE Foundation 
and DTA (Feb. 2020)

Collaboration Agreement 
between IDSA and DSA
(Oct. 2021) Cooperate Agreement 

between GAIA-X and DSA
(April, 2022)
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GX x DX
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JEITA Green x Digital コンソーシアム (2021〜）
(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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グリーンは環境問題にとどまらず重⼤な経済／産業問題
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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東京証券取引所による開⽰要請
2022年4⽉に予定されるの市場再編で、最上位となるプライム市
場の上場企業には、 TCFD（気候関連財務情報開⽰タスクフォー
ス）の提⾔と同等の枠組みに沿った情報開⽰が必要
2021年10⽉にTCFDが改訂したガイダンスによれば、スコープ1、2
排出量の開⽰は必須で、スコープ3排出量も開⽰が推奨

CBAM規制

2024年7⽉1⽇からは、カーボンフットプリントが公表された充電
式の産業⽤及びEV⽤バッテリーのみを市場に出荷することができ
るとしている。

EU︓欧州委員会、バッテリー
新規制案を公表

スコープ3排出量開⽰が加速



サプライチェーン排出量（Scope 1, Scope 2, Scope 3）
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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GHGプロトコルとScope3基準 GHGプロトコルはWRI(世界資源研究所)とWBCSD(持続可能な開発のための世界経済⼈会議)が共
催している組織です。Scope3基準はその GHGプロトコルが2011年11⽉に発⾏した組織のサプライチェーン全体の排出量の算定基準で
す。正式名称は “Corporate Value Chain (Scope3) Accounting and Reporting Standard”
また、Scope3基準と同時に、製品の排出量の算定基準である “Product Life Cycle Accounting and Reporting Standard” も
発⾏されています。Scope3基準は格付け機関等による各種調査項⽬に取り⼊れられるなど、現在、広く 使⽤されています。

Scope1︓事業者⾃らによる温室効果ガスの直接排出
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使⽤に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

単独社ではできない



JEITA Green x Digital コンソーシアム・⾒える化WG 2021年度報告書より
https://www.gxdc.jp/pdf/achievement_report.pdf

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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海外事例︓Catena-X Architecture
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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国際連携（Taiwan Climate Partnership）: Green x Digital
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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国⼟交通データスペース
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国⼟交通系のデータ基盤カオスマップ...too many data platforms...
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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PFなしで進めた20年後は......DXの残骸（デジタル化の典型的失敗）
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved. 2022/12/4

庁内・社内に500個のつながらないデータベース
よくあるケース
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国⼟交通データスペース
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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国土交通データスペース



分野を超えたデータ基盤がmissing parts

効率的な重要社会
インフラの運⽤・管理

防災・災害対応
迅速な救難活動、適切な情報提供

⾷の安⼼・安全
⽇本の農産物の国際競争⼒強化

医療／ヘルスケア／福祉
迅速な救急患者の病院搬送

橋梁の歪み監視 被災状況モニタ 気象観測 リモートセンシング ⾷品の⽣産環境モニタ 物流状況モニタ 病院の稼働状況モニタ 患者の状況モニタ

43

ゼロ・カーボン社会

The Japan “Data Space”

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



データ基盤とデータ利活⽤プラットフォーム（dashboard等）の分離が重要（だが、）
〜データ基盤を構築するはずが、いつの間にかダッシュボードを構築している〜

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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利活⽤プラットフォーム（ダッシュボード、GIS、AI分析、統計分析、等の可視化・データ利⽤ツール群）

データ基盤（データベース、データカタログ、ETL Tools 、...）



2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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日本版NIST
NIST（National Institute of Standards and Technology: ⽶国国⽴標準技術研究所）

・3,500⼈の連邦職員（科学者、エンジニア、技術者、⽀援職員、等）
・予算は年間1,000億円程度

データやICTに関する政府標準を⼀括して管理・運営す
る組織が必要

• 政府標準 ≠ ⼯業標準・産業標準（JIS、ISO、IEC...）
• ⾮デジタル分野（例︓国⼟交通分野、等）における、デジタル技術に関連する、

政府標準＝⾮⼯業標準の、構築・運⽤・管理体制を強化する必要



MaaS à SSM
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在線情報含む、交通事業者公式アプリは普及・連携も進む
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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JR東⽇本アプリ
東京メトロ地下鉄アプリ

東急線アプリ⻄武鉄道アプリ 鉄道12社局アプリ連携

JR⻄⽇本アプリ 阪神アプリ ⻄鉄バスナビアプリ



GTFS-JPよる公共交通オープンデータ化
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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MaaSのサービス、データ基盤がぞくぞくと、、、
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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移動情報統合データ基盤「TraISARE」 （MaaS Tech Japan） EMot（⼩⽥急電鉄、MaaS Japan、他）

myroute（トヨタ⾃動⾞、JR九州、他） setowa
（JR⻄⽇本他）

WESTER
（JR⻄⽇本他）



SSM（Shared Services for Mobility）構想
MaaS事業と公共交通事業をWin-Winの関係に

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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⾞両運⾏サービスの提供
（モビリティ事業者は、箱を動かすだけに）

MaaS事業者
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モビリティ事業サービスの提供
⾞両さえあれば、すぐに事業ができる
モビリティ事業者 All in One キット

モビリティ事業者のERP
(Enterprise Resources Planning )

美味しいところだけを
もっていかれるのでは︖

事業する上で
⾯倒くさいところを

再発明せず、シェアする

⾯倒くさいところだけ
残されるのでは︖

⾞両を動かせれば、
すぐに事業開始で

きる

MaaS以前
垂直統合した公共交通事業

（新規参⼊が⼤変）

交通ベンチャーの
⽴ち上げ⽀援にも

MaaS以後
公共交通事業のas a service化

Unbundleとrebundle
現在のMaaSへの不安 本来のMaaSのありかた

交通イノベーション
の事業化⽀援

交通イノベーションがあっ
ても、事業のために様々

な管理機能が必要



3Dインフラ
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3Dインフラ︓Plateau（国⼟交通省）
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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メタバース（Metaverse）
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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地域連動型メタバース（KDDI, 渋⾕, 2021）
https://time-space.kddi.com/au-kddi/20211130/3217

メタバース x NFTゲーム『NFT DUEL』トレイラー（ノーボーダーズ, 2021）
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000021.000080034.html

Second Life (2007) Pokemon Go Sim City



3Dインフラ検討すべきこと

n3D Mapの構築コスト
► 精度とカバレージのトレードオフ

► 日本国土から森林、農地、原野、湖河川を
除くと15%程度

u 3779億㎡ x 0.15 = 566億㎡

u 1㎡あたり20円でデジタル化できれば、1兆
円で収まる（地図だけで）

n重畳データ
► 現状、3Dに重畳可能なデータの有無

（3Dの位置情報が付けられているデータ
がどれだけあるのか？）

► 各種データに3D位置情報をつけるための
コスト...2Dでも言われた
（データを作るために空間位置測量が必
要）
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City Digital Ssandbox
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Real à Virtual

ではなく

56

DigitalPhysical

VirtualReal

Digital Twin

Digitalization
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Physicaliza*on

RealVirtual

PhysicalDigital

print-out



City Digital Sandbox
都市計画や、新交通計画をデジタル空間上で、データを⽤いてシミュレーション

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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Print Out

“Digital First”



技術にあわせた基準変⾰

59

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



（例）トンネル等におけるコンクリートの打⾳検査

60
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機械学習（AI／ML）による打音判定技術
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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異常音

正常音

異常と正常の境界面
＝ 判定基準

（これを説明できない）

打音のスペクトル空間上で、異常音と正常音を教師あり学習して
異常音空間と正常音空間を分離し、異常音、正常音の判定機をつくる



国交省の検査判定基準と、ITを⽤いた新しい検査⽅法

62

既存の検査判定基準 周波数分析による検査・解析
（従来型）課題

一致性

良点
欠陥の有無判定理由が説明できる

新しい技術でも、「きんきん」「こんこん」「どんどん」「どすどす」「ぽこぽ
こ」「ぺこぺこ」を、すべて完璧に再現しなければいけないのか？

もともとの基準が曖昧であると、それを他の方法で再現できたか判定ができない

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



新しい技術と既存技術のカバーエリア
2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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新しい技術が
扱える範囲

古い手法で
扱えていた範囲

トータルでみれば新しい技術が優位だが、
この段階では採用されない

この部分をどうするか？

と が同時に提案されていれば を選択

が既にある場合 に移行できるか？

新しい技術が
扱える範囲

古い手法で
扱えていた範囲

こうなるまで移行はできないのか？

従来の基準やルールの
変更が迫られるケース



DX
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DX（Digital Transformation）とは︖

nDigital transformation (DX) とは、企業等が、デジタル技術を導⼊することである。
それを実現する時の共通の⽬的は、効率を上げること、イノベーションの価値ぞを増⼤させ
ることである
► DXは、新しいデジタル技術を使うことを通して、製品やプロセス、組織が変化しうるかを検討す

ることを含んでいる。いわば、「社会・技術プログラム」（socio-technical programme）である。

► デジタル技術を受け入れることで、ビジネスに利益をもたらしうるものの、企業文化はDXによっ
て要求される変化と戦うことになる。

n顧客や製品、運⽤上の洞察を強化るために、きめ細かいリアルタイムデータと最新技術を
組み合わせること
► リアルタイムデータ = スマートフォン、接続デバイス、スマートアプライアンス、ウェアラブル、モ

バイルコマース、ビデオ監視などから得られるデータ

► 最新技術＝クラウドネイティブアプリ、ビッグデータアーキテクチャ、ハイパーコンバージドテク
ノロジー、人工知能、ブロックチェーン、など
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デジタル化／DXとは︖

IT情報技術や、デジタル技術を
導⼊することが⽬的ではない
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デジタル技術（IT、ICT）は
それに合った仕事のやり⽅をしないと

有効に働かない

制度改⾰・業務改⾰・組織改⾰が鍵
働き⽅や組織構造、業務プロセスを変えなければ
デジタル技術（IT、ICT）は単なる負担増になる
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DXのポイント︓組織カルチャーの醸成

n失敗に親和性の⾼い環境が不可⽋
► 素速く失敗し à素速く学び à素速く改善する!!

n問題解決プロジェクトは、問題解決時に終わるのではない︕その問題が起きなくなった時に
終わるのだ。

n速度 ＞＞ 制御
► 仕事の速度は重要。すべてを制御しようとすると、遅すぎる。

nインパクト ＞＞ 速度
► 仕事のインパクトは更に重要。速度よりも効率よりも、インパクト重視

n信頼 ＞＞ 制御
► 部下を制御よりことよりも、信頼することが遥かに重要

n価値を届ける ＞＞ 計画の遂⾏
► 計画通りにすすめることより、どのような価値を届けられるかが重要

n10% ハックタイム ...⾃⼰研磨の時間（これは他の企業も実践）
n⾃律的であれ、しかし部分最適に陥るな!!
n⼀貫性 x 柔軟性

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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⽇本では
制度改⾰を伴う
新技術の導⼊は
うまくいかない
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番号を創る権⼒: ⽇本における番号制度の成⽴と展開, 2019/3/16
羅 芝賢 (著)

https://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&field-author=%E7%BE%85+%E8%8A%9D%E8%B3%A2&text=%E7%BE%85+%E8%8A%9D%E8%B3%A2&sort=relevancerank&search-alias=books-jp


変⾰管理
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IoTやAI，データ利活⽤の成功の鍵
"Change Management"

変⾰管理

個⼈、チーム、組織、社会を現在の状態から望ましい将来の状態へ
と変換させる体系的な⼿法
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提⾔
ユビキタス状況認識社会の構築と
時空間データ基盤の整備について

平成26年（2014年）9⽉19⽇
⽇本学術会議 情報学委員会
ユビキタス状況認識社会基盤分科会
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イノベーションに伴う社会変⾰に柔軟に対応できる法体系・社会体制の整備

1. 国家基盤を構成する施設設備や場所、モノの識別を⽬的として⾃律分散型の運⽤管理
が可能な「国家標準識別⼦」の技術規格および利活⽤制度の整備

2. パーソナル情報の利活⽤とプライバシー保護を両⽴させる法制度改⾰
3. ⾮常時の情報開⽰や、アクセスなどの特例措置を定める法制度改⾰
4. 公共データのオープンデータ化を促進する法的検討およびライセンスの整備
5. 公共データの⼀次利⽤・⼆次利⽤のためのルール整備
6. データ利⽤時において発⽣したトラブルの責任分界点の明確化
7. 公共データを多⽬的／多⽤途なインフラとして扱うことを可能にする制度への改⾰
8. 政府・⾃治体で「国家標準識別⼦」の運⽤を⾏う国家標準識別⼦運⽤する独⽴組織の
設⽴

9. 政府・⾃治体で「国家標準識別⼦」を⽤いて作成された公共データのオープンデータ化を
推進するための組織・予算強化

10.オープン化社会の推進体制としての国家標準局（⽇本版NIST）、国家セキュリティー
局の構築
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実空間での状況認識を可能にするユビキタス情報インフラの整備

1. 国⼟地理院等を主体に「国家標準識別⼦」をポイントした基準マップの作成
2. 国⼟地理院により「国家標準識別⼦」を軸に場所概念通訳可能な情報基盤の構築
3. 上記基準マップ・場所通訳情報基盤への公共施設や国管理の建造物の登録義務づけ
4. 都市・⼭村基本調査での「国家標準識別⼦」による境界杭インテリジェント化推進
5. 「国家標準識別⼦」を利⽤した場所情報コード利活⽤の推進

2022/12/4(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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noboru@koshizuka-lab.org
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